
平成 31年度 (令和元年度) 事 業 報 告 書

平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 すばる会

1 事業の成果
就労継続支援事業では、所得補償のための工賃の時給アップを行った。そのため、仕事の確保と提供に重点

を置き工賃収入の維持に努めた。また、利用者の働く意欲につながり、安定した通所となった。延べ通所者数が増
えたことで安定した事業収入を得ることができた。
体調不良や高齢に伴い退所 した利用者もいたが、新規利用者を受け入れ関係機関と連携し定着できるように支

をしてきた。
生活支援の一環として、身だしなみ、入浴介助、服薬管理、服装の確認などにも重点を置いてきた。その中でも
食の提供は、利用者の生活を支える大きな役割となつている。
共同生活援助事業では、 4名 が退去し、一人暮らしを始めた。物件探し、退去後も生活の相談等支援を行ってき

た。

体調不良や生活 リズムを崩 した方がお り、生活の立て直 しに重点を置き支援を行った。新入居者に対 しては通

同行、買い物同行等をしながら一人暮 らしのイメージ作 りをし、暮 らしに慣れるように支援を行った。

社会資源の有効活用 としての空き室の賃貸については、事業開始の手続きは行ったが、事業 としての運営は見
った。

地域 との連携事業 として行ってきたすばるまつ りは、新型コロナウイルスによる影響を鑑み中止とした。
2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 日寺

実 施

場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千 円)

障害者総合支援
法に基づ く障害
福祉サービス事

業

障害者を対象 としたグルー

プホームの運営
(介護サービス包括型)

通年

中野区野方
ホーム・サラダ

中野区大和町
大和荘
中野区若宮
若宮荘

5

東京都内

中野区近隣
障害者
16名

125,668

障害者総合支援
法に基づ く障害
福祉サー ビス事

業

就労継続支援 B型事業所
運営

通年

中野区若宮
すばるカンパニー

8

東京都内

中野区近隣
障害者
50名

目的を同じくす
る地域団体 との

交流・連携事業

地域まつ り・バザーヘの参
力|]

随時 中野区内 10 中野区内で開

催 されるまつ

り等の参加

障害者の自立支

援のための相談
事業

地域社会において特に単身
生活者の自立を促進するた
めに住居及び 日常生活の相
談やア ドバイスを行 う

随時

すばるカンパニー

ホーム・サラダ
大和荘
若宮荘
法人本部

5
中野区内

障害者 とその

家族

(2)そ の他の事業

事業名 事業内容 実施 日時 実施場所 従業者の人数 事業費金額

実施 しなかった不動産貸付事業



書式第 14号 (法第 28条関係 )

平成31 年度 活動計算書 (その他事業が上う場合)

(令和元年度)                   特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

すばる会

科 目
に そ の

合計
金   燿 小 計 ・ 合 計

【A

5 そ

受取利息

就労支援 (工賃収入 )

受入研修費収入

椎収入

収 益 計経  常

304.000

370,000

674.000 0 674,000

78.598,654

32.645,523

111.244.177 0 111.244.177

5,232,983

5.232.983

0

0 5.232.983

13. 9. 64

957

13,027,403

24,000

7.604

130 211 124

0 13.059.964

100.211.124

(1)人件費

給料手当

法定福利費

通勤費

(2)その他経彙

■務費

光熱水費

旅費

受注閉拓

掟康管理費

消耗品費

備品費

印刷製本麦

修経費

家貸

車両関係費

総合補償制度

利用者交通費

利用者給食費

研修費

行事費

教育指導癸

就労支援 (支払 工賃 )

就労経費

賃借料

利用者 自己負担助成分

支払手夕料

税理士法人報酬

保険料

議会費

租税公課 (事業 )

第二者評価受審料

防火設備点検費

減価償却費 (事業 )

寄付金

雑費

69.486.837

11.045.240

1.441.610

81.970.637 0 81,973.687

43.694.80

1.001.781

1.143.626

77.298

28.800

293.068

890.381

650.686

4.110

117.500

19.730.000

292.960

212.000

:.493.650

2,162,100

359,300

1,645,857

60,460

10,747,288

1,215,050

191,808

345,032

47,400
64,800
10,570:

144,200
100,639t

0
99,000

543,708
5oo

2),260
I t2s.668. sl

|

|

0

0

43,694.832

125.668,519

2

(1)人件費

役員報酬

給料手当

退職給●費用

福利厚生費

(2)その他饉費

■務費

消耗品費

印刷・製本費

旅費

■税公課

減価償却費

0 |

|

0 0

52

600

0

0

000

3

0

52.603

52.603

0

0

52.603

52.603

125.721.122 125.721.122

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 ( 4.490.002 4.490.002

【C】 経 常 外 収 益

匡EEE二重回甍憂垂E====E=:==========
経 常 外 収 益 計

208.219

203.219 203.219

【D

C D 208.219 208.219

理  区

正 )+② +③・・・( 4.698.221 4.698.221

人 及び事業税 0
前期操越

0

105.443.575

110,141,896

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業収益

受取寄附全

受取国庫補助金

3 受取

|



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成31年度 (令和元年度)貸借対照表

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人すばる会
単位 :円 |

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

立替金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

建物付属設備

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

保証金

車両 リサイクル預託金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

短期借入金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

預か り敷金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

91,498,691

17,031,598

81,814

108,612,103

3,669,320

112 281 423

2,139,527

1,643,818

517,752

2,161,570

1,500,000

7750

1,507,750

1,117,920

209,607

1,327,527

812,000

812,000

105,443,675

4,698,221

110,141,896

112,281,423



書式第 16号 (法第 28条関係 )

平成 31年度

(令和元年)

1重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日

協議会)に よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法
建物附属設備の減価償却は定額法に寄つています。
車両運搬具の減価償却費は定率法によつています。

(')引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金
(1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
(5'消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2事業別損益の状況

計算書類の注記

特定非営利活動法人 すばる会

2011年 11月 20日 一部改正PO法人会計基準

科 目
-rd6

, >.,s=* 六 ッ星
就労支援
(工賃)

不動産貸付
事業

事業部門計 管理部門 合 計

350,000
73,504,787

466,986
27.823

70,000
37,739,390
4,765,997

4.536

0

0

0

13.027.576

420,000
111,244,177

5,232,983
13,059,935

254,000
0

0

29

674,000
111,244,177

5,232,983
13,059,964

74.349.596 42.579.923 13.027.576 129.957.095 254.029 130,211,124

44,504,142
7,015,196
1,068,740

288.000

24,982.695
3,589,044

372,870
153,000

69,486,837
10,604,240
1,441,610

441,000

69,486,837
10,604,240
1,441,610

441,000
52.876.078 29.097.609 81,973,687 81,973,687

297,822
747,052
38,988
28,800

231,078
719,561
650,686

4,110
0

5,520,000
292,960
212,000

1,493,650
2,162,100

256,100
1,505,663

10,000
0

0

191,808
543,708
345,032

0

144,200
20,009

0

0

0

32,400
64,800

500

21.260

703,849

396,574
38,310

0

61,990
170,820

0

0

117,500
14,210,000

0

0

0

0

103,200
140,194
50,460

0

0

0

0

0

10.570
0

4

99,110
0

0

15,000

10,747,28
1,215,05

1,001,671
1,143,626

77,298
28,800

293,068
890,381
650,686

4,110
117,500

19,730,000
292,960
212,000

1,493,650
2,162,100

359,300
1,645,857

60,460
10,747,288
1,215,050

191,808
543,708
345,032
10,570

144,200
100,639
99,110

0

0

47,400
64,800

500
21,260

1,003,311
1,143,626

127,298
28,800

293,068
890,381
650,686

6,250
117,500

19,730,000
292,960
212,000

1,493,650
2,162,100

359,300
1,645,857

60,460
10,747,288
1,215,050

191,808
543,708
345,032
10,570

144,200
100,642
99,110

0
0

47,400
64,800

500

21,260
53.780 43.748.61515,534,287 16,117,581 12,042,964 43,694,832

68.410.365 45.215.190 12.042.964 125.668,519 53,783 125,722,302

984.612 4.288.576 200.246 4,488,8225,939,231 ▲2,635,267

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等

・ 事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給   料
法定福利費
通 勤 費
退 職 金
人件費計

(2'そ の他経費
役務費
光熱水費
旅費
受注開拓費
健康管理費
消耗品費
備品費
印刷製本費
修繕費
家賃
車両関係費
総合補償制度
利用者交通費
利用者給食費
研修費
行事費
教育指導費
就労支援 (支払工賃)

就労支援 (経費)

賃借料
減価償却費
利用者自己負担助成分
保険料
諸会費
租税公課 (事業)

防災設備点検費
交際費
第二者評価受審費
支払い手数料
税理士法人報酬
寄付金
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内容 金 額 算定方法

3施設の提供等の物的サービスの受入の内訴

4使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正 味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5固定資産の増減内訳

科 目 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額

有形固定資産
車両運搬具
建物附属設備
車両運搬具

合計

1 1 20

48

0

0

80

006

2,144.110

0

43,416
500.292

1

517,752
1.643.818

1,120,079
130,248
500.292

1,768,080 2,144,110 543,708 2.161,570 1,750,619

6借入金の増減内訳

7役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

8そ
の他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・ 事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況

円

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

370,000
50,000

370,000
50,000

420.000 420.000合計

東京都共同募金会
福祉施設地域活動助成金

科 日 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
209.607 209,607
209,607 209.607合計

科 目
計算書類に
計上 された

内役員及び
近親者との

活動計算書計

(貸借対照表)

(活動計算書)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

平成31年度 (令和元年度)財 産目録

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 すばる会

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

三菱東京UFJ銀 行普通預金

西京信用金庫

未収金

障害者総合支援法に基づ く

障害福祉サービス事業未収金

就労支援 (工賃収入 )

立替金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

建物付属設備

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投 資その他の資産計

保証金

車両 リサイクル預託金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

就労支援 (支払工賃)

利用者交通費・給食費

法定福利費

短期借入金

仮受金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

預か り敷金

固 定 負 債 合 計

負

正

債

味

′ヽ

財

計

産

89,702,125

1,796,566

16,636,030

395,568

81,814

108,612,103

3,669,320

112,281,423

1,643,818

517,752

2,161,570

1,500,000

7750

1,507,750

836,300

281,620

209,607

1,327,527

812,000

2,139,527

812,000

110,141,896



書式第 18号 (法第 28条関係)

平成31年度 年間役員名簿
(令和元年度)

平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 すばる会

役  名 氏    名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 関田 博
平成 31年 4月 1日 ～

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 小林 桂子
平成 31年 4月 1日 ～

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 若槻 磐雄
平成 31年 4月 1日 ～

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 岡本 隆寛
令和元年 9月 10日 ～

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理 事 川岸 真知子
平成 31年 4月 1日 ～

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 石坂 龍史
平成 31年 4月 1日 ～

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 堤 英明
令和元年 9月 10日 ～

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

奪1 月  日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

事 業 報 告 用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 すばる会

氏    名 住 所 又 は 居 所

1
岡本 隆寛

2 小林 桂子

3 関田 博

4 若槻 磐雄

5
川岸 真知子

6 石坂 龍史

7
佐野 禎子

8 近藤 辰哉

9
谷口 貴紀

10
横山 奈美

11
堤 英明

12


